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2. 当協議会について
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内閣府「防災分野のデータプラットフォーム整備 にむけた調査検討業務ワーキンググループ」資料より抜粋

我が国が目指す防災デジタルプラットフォームの形
１．実現を目指す姿
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防災DX官民共創協議会（BDX）について

２．当協議会について

3

 デジタル庁の呼びかけで、2022年12月に発足

 防災分野におけるデータ連携等の推進を通じた住民の利便性の向上を目指し、防災
分野のデータアーキテクチャの設計やデータ連携基盤の構築等の検討を行う協議会

企業等民間団体

（３74団体）

地方公共団体

（107団体）

会員数：481団体
（2024年11月5日現在）
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会員リスト（2024/10/10現在）

２．当協議会について
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北海道 青森県 岩手県 宮城県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県

埼玉県 神奈川県 新潟県 石川県 長野県 岐阜県 愛知県 三重県 滋賀県

大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 岡山県 広島県 香川県 愛媛県

高知県 長崎県 熊本県 大分県 鹿児島県

北海道札幌市 北海道滝川市 北海道標津町 岩手県盛岡市 岩手県宮古市 宮城県仙台市 山形県新庄市 山形県南陽市 福島県郡山市

福島県いわき市 茨城県水戸市 茨城県古河市 茨城県常総市 群馬県前橋市 埼玉県狭山市 埼玉県蓮田市 千葉県木更津市 東京都町田市

神奈川県横浜市 神奈川県平塚市 神奈川県鎌倉市 神奈川県藤沢市 神奈川県小田原市 神奈川県伊勢原市 新潟県三条市 石川県輪島市 石川県珠洲市

石川県穴水町 石川県能登町 長野県佐久市 長野県千曲市 長野県箕輪町 岐阜県羽島市 岐阜県海津市 岐阜県安八町 静岡県磐田市

静岡県湖西市 愛知県豊橋市 愛知県岡崎市 愛知県豊田市 愛知県蒲郡市 三重県志摩市 京都府京都市 大阪府大阪市 大阪府堺市

大阪府箕面市 大阪府東大阪市 兵庫県神戸市 兵庫県加古川市 奈良県奈良市 和歌山県橋本市 和歌山県すさみ町 岡山県高梁市 山口県宇部市

徳島県美馬市 香川県高松市 愛媛県四国中央市 愛媛県砥部町 高知県四万十市 高知県中土佐町 福岡県北九州市 福岡県福岡市 佐賀県佐賀市

佐賀県玄海町 熊本県熊本市 熊本県宇土市 宮崎県都城市

地
方
公
共
団
体

都道府県

市町村

㈱ACCESS ㈱preArch アジア航測㈱ ㈱河本総合防災 大起理化工業㈱ ㈱日本防災研究センター プレイネクストラボ㈱ （一社）DREAMS利活用研究センター 室積まちぐるみ協議会
㈱ALL LINKAGE PSCP㈱ ㈱アスコエパートナーズ キヤノンマーケティングジャパン㈱ 大成建設㈱ 日本マイクロソフト㈱ ㈱ベイシスコンサルティング （一社）DroneAI技術研究機構 （一社）メタバース推進協議会
AMA Xperteye㈱ PwCコンサルティング（同） アストロデザイン㈱ 京セラみらいエンビジョン㈱ 大日本ダイヤコンサルタント㈱ 日本無線㈱ ベル・データ㈱ （特非）ITS Japan よんなな防災会
㈱Be-kan RainTech㈱ ㈱アトラクター キンドリルジャパン㈱ 太陽誘電㈱ ネットワンシステムズ㈱ ㈱ベルシステム２４ My City Reportコンソーシアム （特非）ロボットビジネス支援機構（RobiZy）
BIPROGY㈱ ㈱ReO アビームコンサルティング㈱ （同）具現考房 大和ライフネクスト㈱ 能美防災㈱ ㈱防災ログ （一社）OSGeo日本支部
㈱BosaiTUBE Japan ㈱RYODEN アマゾンウェブサービスジャパン（同） ㈱グッドクリエイト 大和リース㈱ ㈱ノット ポケットサイン㈱ （特非）SAFE
㈱CLUE ㈱SAKIGAKE JAPAN ㈱アラヤ ㈱熊平製作所 ㈱拓和 ノバルス㈱ ㈱ポリグロットリンク （一社）SmartSupplyVision
㈱Cube Earth SAPジャパン㈱ ㈱アルカディア グローバルフレンドシップ㈱ ㈱地圏環境テクノロジー パイオニア㈱ 前田建設工業㈱ （特非）医療ネットワーク支援センター
㈱dott SBテクノロジー㈱ ㈱安藤・間 ゲヒルン㈱ ㈱地圏総合コンサルタント バイザー㈱ マップボックス・ジャパン（同） （一社）エコーネットコンソーシアム
DXYZ㈱ ㈱SBS情報システム イーグローバレッジ㈱ ㈱建設技術研究所 ㈱チャレンジ ㈱バカン ㈱真庭運創研 （一社）危機管理情報共有基盤
㈱Emyu Ｓｅｅ＆アセット（同） ㈱イーベース・ソリューションズ ㈱建設システム 中央開発㈱ 白山工業㈱ ㈱ミエルカ防災 （一社）救急医療・災害対応無人機等自動支援システム活用推進協議会
ESRIジャパン㈱ ㈱SHIFT ㈱石垣 ㈱構造計画研究所 中央コンピューターサービス㈱ パシフィックコンサルタンツ㈱ 三井住友海上火災保険㈱ （特非）クライシスマッパーズ・ジャパン
㈱EVC SingulaChain㈱ イツモスマイル㈱ 河陽電線㈱ 中電技術コンサルタント㈱ ㈱パスコ 三菱ケミカルアクア・ソリューションズ㈱ （一社）クロスユー
EYストラテジー・アンド・コンサルティング㈱ （有）SKY FIX COM JAPAN ㈱岩根研究所グループ 古河電気工業㈱ ㈱中電工 ㈱パソナ 三菱総研ＤＣＳ㈱ （一社）減災サステナブル技術協会
㈱FullDepth SOMPO Light Vortex ㈱ ㈱インターネットイニシアティブ 国際航業㈱ ㈱テラ・ラボ ㈱バッファロー ㈱三菱総合研究所 公益事業機構公益公士学会
㈱Gaia Vision SOMPOケア㈱ インフォメーションシステムズ㈱ コニカミノルタ㈱ テレネット㈱ ㈱パトライト 三菱電機システムサービス㈱ （一社）公民連携推進機構
Gcomホールディングス㈱ SOMPOホールディングス㈱ ヴィガラクス㈱ ㈱コンサイド デロイトトーマツコンサルティング（同） パナソニック コネクト㈱ 三菱電機ソフトウエア㈱ 災害支援DXイニシアティブ
㈱Geolonia ㈱Spectee ㈱ウェザーニューズ サイオステクノロジー㈱ デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー（同） 阪神電気鉄道㈱ 南建設㈱ （一社）サイバースマートシティ創造協議会
㈱GOCOO ㈱Symmetry ㈱ウェザーマップ ㈱サイバーリンクス ㈱デンソー ㈱ピー・ビーシステムズ ㈱ミライエ 四国CX研究会
㈱ＧＳＥＣ TMI総合法律事務所 ㈱ウエスコ ㈱さるぼぼアラーム ㈱デンソーウェーブ 東日本電信電話㈱ ㈱ミライト・ワン （一社）自治体DX推進協議会
㈱Hi-Lights TomTom International BV. ㈱エアフォートサービス シェアクレスト㈱ ㈱電通総研 東日本旅客鉄道㈱ ㈱ミライロ （一社）社会基盤情報流通推進協議会
I－レジリエンス㈱ TOPPAN㈱ 衛星データサービス企画㈱ ㈱ジェーピージェネレーターズ ㈱電通デジタル ㈱日立国際電気 美和ロック㈱ （特非）全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
㈱IHI TOPPANエッジ㈱ エイムネクスト㈱ ジオ・サーチ㈱ 東亜建設技術㈱ ㈱日立製作所 ミントエア㈱ （一財）全国地域情報化推進協会
IMV㈱ TSP太陽㈱ エー・シー・エス㈱ シスコシステムズ（同） 東急建設㈱ ビット・パーク㈱ 明星電気㈱ 仙台BOSAI-TECHイノベーションプラットフォーム
Indo-Sakura Software Japan ㈱ ㈱UFジャパン ㈱エスイーアイ ㈱シナモン ㈱東急コミュニティー ビットスター㈱ ㈱メディアフォース （一社）地域情報共創センター
IRISデータラボ㈱ UPWARD㈱ ㈱エナジーハーベスト 地盤ネット㈱ 東京海上日動火災保険㈱ ファーストメディア㈱ ㈱モリタホールディングス 地域リノベーション協同組合
㈱J-WAVE i Visnu㈱ エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ㈱ シフトプラス㈱ 東芝デジタルソリューションズ㈱ ファストドクター㈱ 八千代エンジニヤリング㈱ （一社）データクレイドル
㈱JECC ㈱WAVE1 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 清水建設㈱ ㈱ドーン ㈱ブイキューブ ヤマトプロテック㈱ （一社）電力データ管理協会
㈱JX通信社 WEBYUS PROMOTION㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ ジャパンケーブルキャスト㈱ ㈱ドコモ・インサイトマーケティング フォーティネットジャパン（同） ユアサシステムソリューションズ㈱ （特非）日本PFI・PPP協会
KDDI㈱ （同）World Arc Lab ㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 ㈱ジョシュ ㈱トレミール ㈱フォーラムエイト ㈱ユータイズ （一財）日本気象協会
KDDIスマートドローン㈱ xID㈱ ㈱エフェクト ジョルダン㈱ トレンドマイクロ㈱ ㈱福山コンサルタント ㈱ライムコンサルタント （一社）日本行政マネジメントセンター
KEYes㈱ ㈱YDKテクノロジーズ エフジェイコーポレーション（同） ㈱ジョルテ 西日本技術開発㈱ 不二総合コンサルタント㈱ ㈱ラック （公社）日本青年会議所 関東地区協議会
㈱KOKUA ZVC JAPAN㈱ エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ㈱ スキャットキッズ㈱ 西日本電信電話㈱ ㈱フジタ ㈱リアルグローブ （一社）日本テレワーク協会
㈱Liberaware ㈱アーバンエックステクノロジーズ 扇精光コンサルタンツ㈱ ㈱スペースタイムエンジニアリング 西菱電機㈱ 富士通㈱ ㈱理経 （一社）日本ペットBLS防災学会
LINEヤフー㈱ アールシーソリューション㈱ 扇精光ソリューションズ㈱ セーフィー㈱ 西松建設㈱ 富士通Japan㈱ ㈱リコー （一社）日本防災共育協会
㈱MESSEコーポレーション ㈱アイ・オー・データ機器 応用地質㈱ ㈱セールスフォース・ジャパン ニタコンサルタント㈱ ㈱富士通ゼネラル ㈱両備システムズ （一社）日本防災プラットフォーム
MS&ADインターリスク総研㈱ あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 大阪ガスマーケティング㈱ ㈱セゾン情報システムズ ㈱日水コン 富士電機ITソリューション㈱ ㈱レキオリエックス （一社）日本モバイル建築協会
NCCコンサルティング㈱ アイサンテクノロジー㈱ 沖電気工業㈱ ㈱ゼンリン 日鉄ソリューションズ㈱ 富士フイルムシステムサービス㈱ ㈱レスキューナウ 発災時リアルタイムデータ利活用検討会
ＮＥＣネッツエスアイ㈱ ㈱アイネス ㈱オサシ・テクノス 綜合警備保障㈱ 日本オラクル㈱ ㈱復建技術コンサルタント ㈱ロボットコネクト 人と防災未来センター（（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構）
㈱NHKグローバルメディアサービス アクセンチュア㈱ オムロンソーシアルソリューションズ㈱ ㈱ソサイエティ・オリエンテッド・ソリューション 日本工営㈱ フューチャー㈱ ワークログ㈱ ひらつか防災まちづくりの会
㈱NTTドコモ ㈱アクセルスペース ㈱オリエンタルコンサルタンツ ソフィアプランニング㈱ 日本航空電子工業㈱ プライムバリュー㈱ ㈱ワコム （一社）富士山チャレンジプラットフォーム
OMY㈱ 朝日航洋㈱ 鹿島建設㈱ ソフトバンク㈱ 日本テレビ放送網　㈱ ㈱プライムビーピー AI防災協議会 防災me
One Concern㈱ アジア・アフリカ・インスティテュート（同） ㈱ガバメイツ ㈱ソリトンシステムズ 日本電気㈱ ㈱ブルー・オーシャン沖縄 （一財）AVCC 防災コンソーシアムCORE
Pacific Spatial Solutions㈱ アジアクエスト㈱ 川崎重工業㈱ 損害保険ジャパン　㈱ 日本ビジネスシステムズ㈱ 古野電気㈱ Circular In-finity （一財）マルチメディア振興センター
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検討部会の構成と活動内容

３．検討部会活動について

5

基盤形成部会

課題特定部会

市場形成部会

40名
（39社、
1自治体）

31名
（29社、
2自治体）

43名
（41社、
2自治体）

各部会と連携し、ワンスオンリーの実現及び民間事業者の参入を促進する基盤を形成
（１）アーキテクチャ、データ連携基盤要件に関する検討・提言
（２）API標準等の検討

実効性の高い防災DX実現に向け、ユーザー視点で課題を特定し、他部会と連携
（１）自治体の課題発掘調査
（２）民間事業者、市民の課題発掘調査
（３）課題の構造化、解決策の検討・提言

防災DXの産業化・市場化に向けた打ち手を検討・提言
（１）デジタル庁事業と連携した実証
（２）防災DXの産業化や市場化を見据えた打ち手の検討
（３）防災DXの海外市場への展開の検討

検討部会名 コアメンバ 目的・活動内容

自治体部会 8名
（4県4市町）

自治体が横連携で議論できるプラットフォームをつくり、自治体の課題解決をサポート
（１）自治体の横連携の構築
（２）自治体の課題発掘調査への協力と問題の可視化
（３）課題解決に向けての取組



Copyright © 防災DX官民共創協議会

検討部会のここまでの活動成果

３．検討部会活動について

6

基盤形成部会

課題特定部会

市場形成部会

 データ連携基盤が担うべき役割・要件、機能・運用面の課題・論点の具体化
 データ連携基盤のあるべき姿の解像度向上

 災害フェーズ毎の課題を網羅的に洗い出し
 優先的に取り組むべきユースケースにおける課題と根本原因の深掘り

 デジタル庁との継続的協議。各種関連事業の関係性や全体像整理
 データ連携基盤の社会実装に向けたデジタル庁-当協議会連携の枠組み構築
 防災DXの市場化・産業化、海外市場展開に向けた具体的な活動開始

検討部会名 活動成果

自治体部会
 関連政策動向共有、デジタル庁実証事業見学、能登半島地震に伴う現地支援業務
 自治体間横連携の関係構築、能登半島地震も踏まえた今後の課題整理
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防災DXに関して国-自治体-民間サービスを繋ぐ

（１）自治体部会

7 7
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まずは課題を洗いざらい洗い出してみる

（１）自治体部会

8 8
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洗い出した課題の中を深堀し、課題をさらに特定

（２）課題特定部会

99
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課題起点/ユーザ視点でデータ連携基盤を具体化

（３）基盤形成部会

AsIs （現状の何が課題か）
 データ取得と利用コスト

データの取得や利用、API接続等の費用が高い

 データフォーマットや取得方法
システム間のインターフェースやデータ形式が統一されていない。また、APIが未整備

 データ利用の権利と法規制
データの利用に関する権利が曖昧。また、個人情報等の法規制による利用制限がある

 データ活用のユースケース不足
具体的なユースケースや事例が少なく、自治体や民間で防災データの利活用が進まない

 国や自治体の既存防災システム
様々な仕様の防災情報システムが混在、国と自治体や自治体間でシステムやデータ連携が難しい

ToBe （何を実現したいか）
 防災データのアクセシビリティ向上

防災データのオープン化とアクセス容易性を実現する環境の整備

 データフォーマットの標準化とデータ連携環境の実現
データフォーマットの標準化。官民が利用可能なデータ連携基盤の構築やAPI実装の実現

 データ流通や利用に関する法律やルールの整備
公的なデータ利用に関するルールや法整備、民間企業データの流通ルールの整備

 テクノロジーの活用と普及
官民連携により、防災分野におけるAIやIoTなどの先端技術の活用と普及

 防災分野の市場拡大
データ連携基盤やデータ流通ルールの整備を通して、防災市場を拡大

データ連携基盤の仕様
• システム基盤、アーキテクチャ選定

• データ連携基盤の社会実装へのロードマップ

• 自治体や民間企業の防災オペレーションや具体のユースケー
スに基づく要件整理

• 最新テクノロジーの活用

• 国、自治体、民間企業のシステム間の接続条件整理やインター
フェースの統一、標準化

データ流通ルール
• 防災に関わるデータおよびフォーマットを、用途・提供者・利
用者などの利活用の視点での整理

• データ流通における信頼性（ステークホルダー間の合意確認、
データの真正性の担保、データ秘匿性の確保）実現

• 防災に関するIoT等センシングデータフォーマットの標準化
やビッグデータ利活用のユースケース検討

• 発災、被災情報等の防災リアルタイムデータの整備

• 国、自治体等Web公開情報のスクレイピング等技術による
入手や活用

• 国、自治体、インフラ事業者が保有するデータの流通と活用

• データ流通活性化による、データ取得や利用コストの低減

10

検討項目

10
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デジタル庁事業と連携し、国内外の市場を創生・展開
（４）市場形成部会

防災に関わる国際合意である「仙台防災枠組み（仙台フレームワーク）」の各国で
の実行の流れの中で、防災DXの海外市場展開の検討を行う。

2.防災DX市場
化/産業化

3.防災DX海外
市場展開

1.デジタル庁
事業連携

実証実験のみでの終了や、導入しても補助金が切れた段階で終了してしまうサー
ビスではなく、平時含めて持続的、恒常的な資金循環を起こすためのビジネスモ
デル構築と原理原則やルールづくりを、ステークホルダーの課題提起をもとに官
民連携で企画検討し、関係省庁へ積極的に提言を行う。

デジタル庁事業（防災DX分野のサービスカタログ高度化のための調査研究、マイ
ナンバーカードを使った防災デジタルサービスの実証調査研究）に積極的に関与
し、会員企業・自治体と具体的に上記事業の妥当性と実効性を検証する。

11 11
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能登半島地震を踏まえた活動の基本方針

４. 能登地震への対応

（１）短中期的方針

 能登半島地震により被災された方々の被害・負担の軽減に資するため、被災地の
現場課題やニーズを民として主体的に把握する。

 会員の持てる力をベストエフォートで被災地に提供し、応急段階から復旧・復興
段階に亘る諸課題の解決に繋げる。

（２）中長期的方針

 上記活動を通じて得た知見・経験・教訓を協議会の活動内容及び検討部会活動等
に活かし、当協議会のミッション（「課題特定」「基盤形成」「市場形成」）に繋げる。

12

1. 防災分野で活動する団体等への意見聴取と課題の明確化
2. 防災DXに係る技術動向と重点分野・普及方策等の検討
3. 防災分野のデータアーキテクチャとデータ連携基盤の検討

4. 災害対応状況等に応じて防災アプリに求められるデータ項目等の検討
5. 防災分野のアプリやシステム等の調達適合性判断基準の枠組みの検討
6. マイナンバーカードを活用した防災対策の検討
7. 防災分野でのデジタル化推進に必要と認められる事項の検討

協議会の活動項目
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13

被災者支援の３ステップ

４. 能登地震への対応

【取組事例①】
避難所情報統合システム
の構築支援

【取組事例②】
Suicaを活用した避難者
情報の把握支援

【取組事例③】
被災者訪問アセスメント
のオンライン化支援

【取組事例④】
被災者DBの構築支援

BDXの取組

支援

支援

支援
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発災後の取組全容

４. 能登地震への対応

14

取組項目 概要

BDX拠点の設置 県庁５階に協議会の現地拠点を設置、常駐による現地活動支援

意見聴取と課題特定 現地関係者から意見を聴取し、支援が必要な課題・ニーズを特定

会員サービスリストの提供 会員から被災地で役立つサービス等を募集・集約して拠点に設置

スターリンクの投入 電力・通信途絶エリアにスターリンク20台を投入

STEP1 避難所データ統合管理システムの構築支援
各機関が分散的に収集した避難所データを集約・一元管理するための
中間システム構築を支援

STEP2 Suicaを活用した避難者情報の把握支援
「Suica」を活用した避難者情報把握のソリューションを開発し、避難所
や入浴施設に配布・運用開始

被災者訪問アセスメントのオンライン化支援
被災者アセスメントシートの調査項目を統一化・オンラインフォーム化し、
被災者情報の統合的把握を支援

被災者DBの構築支援
県・市町保有の各種名簿、Suica活用で把握した情報、被災者アセスメ
ント情報などを統合管理する被災者DB構築を支援

STEP3 被災者支援情報提供の支援 被災者を支援する情報提供に関するソリューションを提案
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協力会員企業一覧

４. 能登地震への対応

プロジェクト等 協力会員（五十音順）

全体管理

AI防災協議会
一般社団法人日本防災プラットフォーム
PwCコンサルティング合同会社
株式会社三菱総合研究所

STEP１ （避難所情報） 避難所データ集約可視化アプリケーション構築
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ関西
SAP JAPAN株式会社
LINEヤフー株式会社

STEP2 （被災者情報）

被災者データベース構築支援
SOMPOホールディングス
Palantir Technologies Japan 株式会社
東日本電信電話株式会社

Suicaプロジェクト

株式会社アイ・オー・データ機器
株式会社Spectee
損害保険ジャパン株式会社
デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社
東京海上日動火災保険株式会社
パナソニックコネクト株式会社
東日本旅客鉄道株式会社
ファストドクター株式会社
LINEヤフー株式会社

被災者訪問アセスメントのオンライン化支援

I-レジリエンス株式会社
日本オラクル株式会社
ファストドクター株式会社
LINEヤフー株式会社
ワークログ株式会社

STEP３ （被災者支援） 被災者支援情報提供のソリューション提案

株式会社アイ・オー・データ機器
IRISデータラボ株式会社
株式会社ウェザーニューズ
応用地質株式会社
デロイトトーマツコンサルティング合同会社
日本電気株式会社

15
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スターリンクの投入

取組事例

 発災直後から、電力供給、通信に問題が発生しているエリアの存在を確認

 BDXとしてこの問題解決に資するため、ソフト面のみなずハード面でのサービス提供も検討

 KDDIの協力を得てスターリンクを手配し、現地に投入

電力・通信の途絶エリアが発生

衛星通信が有効だが、電力供給

途絶エリアでは利用困難

電源カーとしてHV車で機材運搬、

活用することを検討

スターリンクを現地に設置
1/5〜愛知県消防、三重県いなべ
市消防、JVOAD、日本赤十字社
に計20台の通信機器を貸与

その後スペースX社、KDDI社が
350台の無償提供を実施
https://news.kddi.com/kddi/corpor
ate/newsrelease/2024/01/07/717
1.html

また、給電カーもBDX経由で9
カ所に設置し、衛星通信・非常時
電源の必要性、有用性が立証さ
れた

（１）課題 （２）取組 （３）成果

KDDIからスターリンク

を受け取り、被災地で支

援団体と一緒に設置
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複数機関が避難所

情報を分散収集

①避難所情報統合システムの構築支援

取組事例

17

 市町、 DMAT、自衛隊等が個別に収集し分散管理していた避難所情報の集約を支援

 各避難所情報を県の総合防災情報システムで一元管理するための中間システム構築を支援

 石川県のニーズを踏まてダッシュボード機能を継続的に改善しながら運用中

避難所情報の一元管理と
機関横断での共有

出典：SAPジャパン（株）プレス発表資料
（https://news.sap.com/japan/2024/01/201401-noto-earthquake/）を一部加工

（１）課題 （２）取組 （３）成果

SAPジャパン（株）がシステム開発を担当

行政
(SIP4D)
355箇所

DMAT・
保健師
（D24H）
786箇所

自衛隊
（ｷﾝﾄｰﾝ）
587箇所

県システムでの一元管理

SIP4D/ISUTサイトでの共有

1/8時点で総計1598箇所
（重複・未確定あり）

1/28時点で917箇所を確定
（681箇所の重複・未確定を解消）
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②Suicaを活用した避難者情報の把握支援

取組事例

 JR東日本の協力を得て、Suicaを活用した避難者情報把握のソリューションを開発

 避難所での機器設置作業等も支援。志賀町の避難所にSuicaを先行配布・活用中

 入浴施設の入浴用カードとしてもSuica配布・運用中 （能登町、中能登町、七尾市、羽咋市、志賀町）

18

 行政職員も被災

 被災者が広域的に避難

 避難者情報の把握困難

自治体：被災者個人の動きのト
ラッキング、避難所や入浴施設
全体の動向把握

避難者：罹災証明書の提示や、
申立書の提出なしで入浴が可能

入浴施設：県へ報告する際に必
要となる受付簿の転記作業を
簡素化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

被災者DB

紙の情報を
DBに登録

市町

被災者DB

県

カードリーダー

避難所・入浴施設等

タッチ

SOMPOホールディングス（株）の協力の下、Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

ダッシュボード

→5/1時点で約12,000枚の
Suicaを配布（追加要望あり）
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③被災者訪問アセスメントのオンライン化支援

取組事例

19

 実施機関毎に異なっていた被災者訪問アセスメントの調査項目の統一化を支援

 紙ベースで行われていたアセス情報入力をオンラインフォーム化（デジタル化）

 各実施機関が収集・登録したアセス情報の集約・統合的把握を支援

紙ベースでのアセス

各実施機関のアセス項
目が不統一

アセス結果の統合的な
把握が困難

オンライン入力化、アセ
ス実務の省力化

アセス結果の統合
→3/21時点で約4,900件の
データ登録

被災者特性に応じた適
切な支援

【被災者
データベース】

①訪問先情報
（住所、氏名、世帯情報等）

訪問者 被災者

③訪問

④対話

⑤アセス情報入力

⑥アセス情報
（被災者データ拡充） ⑦情報確認

判断・対応

実施内容＝構築部分

②訪問先の
リスト化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

オンライン入力フォーム

ワークログ（株）が
システム開発を担当

Palantir Technologies Japan（株）
がシステム開発を担当

（デジタル入力）
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④被災者データベースの構築支援

取組事例

20

 県は、特に被害が甚大な6市町の被災者台帳を支援するため被災者DBを構築中

 県・市町保有の各種名簿、Suica活用による把握情報、被災者アセス情報などを集約・統合管理
する被災者DB構築を支援。機能改善しつつ運用中

様々な種類・形式の
被災者情報が分散

集約・名寄せに多大
な職員事務負担

被災者データベースによ
る各種被災者情報の集
約・管理

→合計10以上のシステム等か
らの被災者情報を名寄せ・統合

→県・市町が様々な面で活用中

（１）課題 （２）取組 （３）成果

【被災者DB】

県・市町が取得・収集している
被災者に関する情報

避難者名簿、訪問情報等

避難所データ集約可視化アプ
リケーション

被災者台帳の作成支援
②被災者訪問アセスメント

被災者台帳の作成支援
①Suicaプロジェクト

BTP
SAPに集約されたデータ
を市町職員がチェックし、
マスターデータに登録

複数の情報を組み合わせることで情
報の信頼性が向上

現地登録情報（基本4情報＋現在地
等）とタッチログ 世帯情報、個人の要配慮情報等

各種名簿等

Suica情報 訪問アセス情報

ダッシュボード

Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・

氏名 石川花子
性別 女性
住所 石川県
避難場所 A中学校
連絡先 ・・・
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被災者データベースで表示される情報

取組事例

重要なステータスを目立つ位置にわかりやすく表示

世帯員を紐づｚけて表示

複数のデータを時系列
で表示（Suica、アセス
メント、義援金配布、
等々）

家屋の状況を
紐づけて表示

保健医療福祉状況
を紐づけて表示

石川県資料より抜粋



Copyright © 防災DX官民共創協議会

県・市町による被災者データベースの活用事例＝DX

取組事例

〇 県義援金の口座情報を活用し、プッシュ型で市町の独自義援金を配分

〇 被災者の避難先を集計・地図化

〇 紐づきのない住民を抽出し優先訪問

石川県資料より抜粋
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活動の実績と今後の予定

６. 今後の方針

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 3月

定時総会 5/28●

シンポジウム 5/28●
★

12/18

理事会 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

検討部会

災害対応
●災害対応
あり方検討

防災DX交流会

●
能登

経験談 ー

●
デジ庁避
難所実証

●
能登を踏

まえた官民
共創あり方

ー

●
奥能登豪雨
災害への対

応状況

●
デジ庁避難所
実証、総務省

「通信復旧支援
チーム構想」

★ ★ ★ ★ ★

対外発信

●
SPEXAカン
ファレンス

など

●
GovTech

東京
●

日本自治創造
学会研究大会

など

●
DSAオープン

フォーラム
●

WIDA講演会
など

●
全国地方議会

サミット
●

SPACETID
E2024

など

●
全国知事会議

●
JC四国、防災

フォーラム
など

●
ぼうさい
こくたい

●
危機管理
産業展
など

★
内閣府防テク
PFマッチング

セミナー
★

中国経済連合
会

★行政デジタ
ル改革共創会

議
★AI防災協
議会シンポジ

ウム

23

●関係府省庁との連携活動

・デジタル庁との月次定例会議

・デジタル庁データ連携基盤説明会の開催支援

・データ連携基盤実証追加参加事業者の選定支援

・石川県「広域被災者DB構築（デジ田TypeS）」参画

・関連事業・イベント等のBDX会員周知・参加促進 など

R６事業計画

の策定・具体化

●奥能登豪雨災
害の現地支援

●コアメンバー

募集・更新

●府省庁連携WG

の立ち上げ

★R6事業計画に基づく各部会活動

★府省庁連携WG
３府省庁（内閣府、デジタル庁、内閣官房）等と
連携し、防災DX社会実装に向けた課題の構造
化及び解決策を検討（＋提言・提案）

★災害時デジタル人材派遣制度のあり方検討
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今後の検討部会活動方針

６. 今後の方針

R5成果 R6活動

自治体部会

課題特定部会

基盤形成部会

市場形成部会

・横連携構築
・課題発掘調査

・課題抽出、深堀
・優先課題の構造化

・データ連携基盤仕様検討

・防災DX市場化・産業化WG
・海外展開WG

能
登
半
島
地
震

震
災
対
応
Ｐ
Ｊ

デジ田
（TypeS）

府
省
庁
連
携
Ｗ
Ｇ(
部
会
横
断)

デジ田
（Type１，２，３）

内閣官房
デジ行財

府地創 デジ庁

データ
連携基盤

府防災

防災DPF

・住民、自治体ニーズ

・ユースケースの更なる深堀
・社会実装に向けた課題抽出

・データ連携基盤
リファレンスモデル

・政策・財源、経済循環モデル
・企業シーズ

内閣官房
国土強靭化

環境省総務省

府防災
防テクPF

・能登半島地震への対応で新たに見え
てきた課題の精査
・自治体防災DXの方向性検討

・ユースケース・能登半島地震から得ら
れた課題解決に向けた深堀検討
（業務標準等）
・防災DXの社会実装に向けた課題解
消（自治体ニーズ深堀）

・ユースケース、能登地震事例による基
盤の標準モデル化
・協調(標準化)領域-競争領域の線引
・G2G/Bデータ連携のあり方

・関係省庁連携による横展開モデルの
検討(政策・財源)
・EBPM等の評価指標の策定検討

国交省

都道府県、市町村【方針】
昨年度活動成果と能登半島地震の経験・課題を
踏まえた防災DX実装モデルの検討

～実証から実装へ～
経産省

内閣府
CSTI

各府省庁との連携・協議の場を適宜設定

24
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石川県 デジタル田園都市国家構想交付金（TYPES）事業への協力

６. 今後の方針

石川県広域被災者データベース・システムの整備検討に係る情報提供依頼について「参考資料3_被災者データベースの構築について」より抜粋
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/johosei/wide-area-disaster-victim.html

25
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デジタル庁 防災サービスマップ・サービスカタログとDMPへの協力

６. 今後の方針

デジタル庁 国民向けサービスグループ資料・HP・PRより抜粋

・10/31、正式版カタログサイトをリリース
・年内に事業者によるソフトウェア・サービスの登録
・2025年1月以降、行政機関・自治体が検索・選定で利用する機能
をリリース予定

26
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内閣府 「SIPスマート防災ネットワークの構築」への協力

６. 今後の方針

27戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期「スマート防災ネットワークの構築」資料より抜粋

（Ｄ）流域内の貯留機能を最⼤限活⽤した被害軽減の実現
貯留・洪水調節機能、
氾濫リスク評価

インフラ貯留
効果最大限化

水門・排水機場の
緊急時操作

平時 応急対応

（A）災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

（Ｃ）災害実動機関における組織横断の情報共有・活⽤

衛星
センシング

地上
センシング

データ解析・
可視化・共有

（Ｂ）リスク情報による防災行動の促進
⾵⽔害
影響予測

リスク・被害
可視化

水災害の
ジブンゴト化

情報集約
支援体制

現場標準
システム

情報収集・
自動解析

Time

観
測
・
予
測

情
報
分
析
・
リ
ス
ク
評
価
・
対
応

初動対応災害
発生前

災害
発生後

e-1-1.防災デジタルツイン自動作成による
災害シミュレーション自動実行システムの構築

e-1-2.津波災害デジタルツインの構築と
スマート・レジリエンスの実現

e-2. デジタルツイン群構築のための基盤技術

（Ｅ）防災デジタル
ツインの構築
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ご清聴、ありがとうございました。
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